
１ 目的
　森林地域における太陽光発電事業について、仙台市環境影響評価条例に基づく手続きの実施に
あたり必要な環境配慮事項等を定め、事業者に対し事業計画の早期段階から、適切な環境配慮を
促し、杜の都の良好な自然環境の保全と、再生可能エネルギーである太陽光発電の普及の両立を
図ることを目的とする。
　なお、本指導方針は、環境影響評価法に基づく手続きにおいても準用する。

２ 対象となる区域
　森林法第 2 条第 1 項に規定する森林（森林地域）

３ 対象となる事業
　仙台市環境影響評価条例施行規則別表第 1 で定める太陽光発電所の設置又は変更の事業
　（森林地域における敷地面積 1ha又は出力4百kW以上の太陽光発電事業）

４ 環境配慮事項
（１）森林の保全

・ 施設配置等について複数案を検討の上、森林の伐採を極力抑え、可能な限り土地の改変を
回避すること。

（２）自然環境（動植物）の保全
・ 多様な動植物の生息・生育環境や生態系の連続性に配慮し、ため池等の水辺環境を保全す

るとともに、適切な残置森林を確保すること。
・ 鳥類等への影響に配慮した太陽光パネルの配置等を検討すること。
・ 事業実施前後において、動植物に係る詳細な現地調査を実施し、その結果を踏まえ、適切

な環境保全対策を講じること。
（３）土砂災害・水害対策

・ 傾斜地や軟弱地盤箇所等への太陽光パネル等の設置を回避すること。
・ 将来の気候変動の予測も踏まえながら、土砂災害及び水害、周辺の水辺環境への濁水の流

出が発生しないよう、適切な造成計画や排水計画等を検討すること。また、斜面や防災調
整池、雨水排水路、残置森林等について適正に維持管理を行うこと。

・ 土砂災害等に伴い太陽光パネルが破損・流出した場合等における災害対策体制を構築する
こと。

（４）生活環境の保全
・ パワーコンディショナー等による騒音や低周波音の影響について、民家との離隔や低騒音

型機器の採用など、適切な環境保全対策を講じること。
・ 太陽光パネルによる光害や景観に係る影響について、反射率の低い太陽光パネル等の採用

や向きの検討など、適切な環境保全対策を講じること。
（５）環境コミュニケーションの推進

・ 事業計画や環境保全対策の検討にあたっては、地域住民等に対し丁寧に説明を行うととも
に、住民等からの意見に十分配慮すること。

（６）事業終了後の対応
・ 太陽光パネル等を適切に撤去するとともに、リサイクルを優先として適正に廃棄処理する

こと。
・ 周辺の自然環境に配慮しながら、森林の復元や植林など原状回復のみならず環境の創造に

取り組むこと。

５ 施行期日
　令和 3 年 4 月 1 日から施行する。

令和 2 年 12 月 1 日
仙　　　 台　　　市

森林地域における太陽光発電事業の環境配慮に関する指導方針

　「杜の都・仙台」は、豊かな緑や広瀬川の清流など美しい自然に恵まれ、その素晴らしい環境を、
先人の時代よりこの地に住まう人々が大切に守り育んできた。
　しかしながら、昨今、仙台港周辺において石炭火力発電所の建設が相次ぎ、動植物の重要な生息・
生育地である蒲生干潟を含め、周辺環境への影響を懸念する声が上がっている。
　「杜の都・仙台」の良好な環境を保全し将来へと継承することは、本市の重要な責務であり、
石炭火力発電所に対する姿勢を明確に示すため、ここに「杜の都・仙台のきれいな空気と水と緑
を守るための指導方針」を策定する。
　本市は、市民協働の下、当該方針を的確に運用し、低炭素型で自然と共生する良好な都市環境
を後世に向けて守り抜いていく。

１ 対象となる事業
 石炭火力発電所

２ 対象となる区域
 市内全域

３ 指導方針
　(1) 本市域内へのさらなる石炭火力発電所の立地については、自粛するよう強く求める。

　(2) 仮に本市域内への立地を検討する場合には、以下の手続きを踏むよう強く求める。
①　ゼロ・オプションを含めた複数の計画案を作成し、それぞれの環境影響について予測・

評価すること。
②　①について公表するとともに、説明会の開催や市民等からの意見聴取を行うこと。
③　①及び②の結果について、環境影響評価審査会に報告し、意見を聴くこと。

　市長は、上記の手続きの結果を踏まえ、当該石炭火力発電所の立地に関し、必要な意見を
述べる。

平成 29 年 12 月 1 日
仙　　　 台　　　市

杜の都・仙台のきれいな空気と水と緑を守るための指導方針
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